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Tax Analysis 
 

                                                
1 2022年 1月 28日の Deloitte China Tax Newsflashを参照されたい。 
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/tax-newsflash/deloitte-cn-tax-newsflash-zh-20220128.pdf 

「総合保税区管理弁法」分析シリ
ーズその 1：中国におけるグローバル
修理センターの設立を後押しする保
税修理政策 
 
税関総署は 2022年 1月 1日に「中華⼈⺠共和国税関総合保税区管理弁法」（税
関総署第 256号令。以下、「256号令」）を公布し、当該法令は 4月 1日に施行され
た。256号令は総合保税区の総合管理に関する初の税関法令であり、総合保税区内
企業による機能拡張への寄与を目的として、総合保税区における保税修理、保税研究
開発、保税展示など機能について従来よりも明確に定めた。1 
 
関連政策の理解と活用の一助として、総合保税区の革新的な保税政策をテーマをする
Tax Analysisシリーズを発表する予定である。本 Tax Analysisでは、保税修理政策に
ついて分析を行う。  
 
政策背景の振り返り 
 
修理を目的とする貨物の輸出入は、よく見られる業務の 1つである。保税修理とは、要修
理の物品を保税方式で国外から国内に（或いは税関特殊監督管理区域以外の国内
区域から税関特殊監督管理区域に）輸入し、修理後、国外（或いは税関特殊監督管
理区域以外の国内区域）へと返送する業務を指す。保税修理業務の発展を促進するこ
とは、中国国内における既存の製造業の優位性を活用・強化し、産業の質の向上と産業
チェーンの拡張を通じて対外貿易の新たな成⻑の出発点を創出する上で、極めて重要であ
る。中国製造業の優位性の確立に伴い、中国における保税修理業務の発展という需要
が生み出された。中国は 10数年前から、一部の税関特殊監督管理区域において、特定

 
Authors ： 
 
Dolly Zhang 
Partner 
Tel：+86 21 6141 1113 
Email：dozhang@deloitte.com.cn 
 
Roger Chen  
Director 
Tel ：+86 21 2316 6922 
Email ：rogechen@deloitte.com.cn 
 
Jian Lu 
Senior Manager 
Tel ：+86 512 6289 2896 
Email ：lujian@deloitte.com.cn 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

Tax 
Issue P357 – 2022年 7月 6日 
日本語翻訳版 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/tax-newsflash/deloitte-cn-tax-newsflash-zh-20220128.pdf
mailto:dozhang@deloitte.com.cn
mailto:rogechen@deloitte.com.cn
mailto:lujian@deloitte.com.cn


2 
 

                                                
2 修理対象製品カタログ（第 1回）：http://images.mofcom.gov.cn/wms/202011/20201113182724872.xls  

  修理対象製品カタログ（第 2回）：http://images.mofcom.gov.cn/wms/202112/20211230173400428.xls  
3 中国の税関特殊監督管理区域のほとんどが総合保税区であることを考慮し、総合保税区ではない税関特殊監督管理区域内の企業について、比較していない。
当該部分の企業に適用される保税修理政策については、「税関特殊監督管理区域内の保税修理業務の監督・管理問題についての公告」（税関総署公告
2015年第 59号）を参照されたい。 

の物品を対象として保税修理業務の展開を試み、一定の成果を収めたが、不良品・交換
部品の⻑期間留置が発⽣するリスク、及びそれによってもたらされる問題などの要因によ
り、中国国内における保税修理業務の発展は、企業の需要に追いついていない現状であ
る。 
 
上記の状況を改善するため、近年、中国は保税修理業務に対する政策的支援を強化し
てきた。税関総署が 2015年に公布した「税関特殊監督管理区域における保税修理業
務の監督・管理問題についての公告」において、「要修理の物品を国外または税関特殊監
督管理区域以外の国内区域から税関特殊監督管理区域に保税方式で輸入し、修理を
行う」という業務モデル、即ち「保税修理」の概念が初めて打ち出された。2018年、税関
総署は、「税関特殊監督管理区域外の国内企業が特定の要件を充足する場合、保税
方式で要修理物品を国内に輸入して修理する業務を展開できる」と定めた。ただし、その
時点では、保税修理業務の範囲は狭く、税関特殊監督管理区域における保税修理を
例として挙げると、原則として、税関特殊監督管理区域内企業が自社で生産（或いは
当該グループの他の国内企業が生産）し、税関特殊監督管理区域外の国内地域で販
売する製品を、修理のために税関特殊監督管理区域内に返送する場合に限られ、上述
に該当しない製品の保税修理を展開するには、国務院または関連行政機関の承認を得
る必要があった。  
 
2019年、国務院は「総合保税区のハイレベル開放と質の高い発展の促進に関する若干
の意見」において、総合保税区における「検査修理センター」機能の確立を方針として掲げ
た。これを受け、商務部、生態環境部と税関総署は 2020年に公告を公布し、総合保税
区における「修理対象製品カタログ」制度の実施、及び業務承認権限の委譲を決定し
た。即ち、総合保税区内の企業がカタログに掲載された製品の保税修理業務に従事する
場合、ケースごとに国務院または関連行政機関に承認を取る必要がなく、保税修理業務
の展開に大きな利便性を提供した。これまで、関連行政機関がカタログの公布を 2回行っ
ており、その内容は航空宇宙・船舶・鉄道交通・建設機械・NC工作機械・通信設備・精
密電子機器など合計 70品目をカバーしている2。さらに、自由貿易試験区における「二頭
在外」（原材料の仕入と製品の販売を共に国外に求める方式）モデル下の保税修理業
務をさらに推進するため、国務院は 2021年に通達を公布し、「自由貿易試験区内の企
業による前述のカタログに基づく保税修理業務の展開」を支援する方針を掲げ、それによっ
て「修理対象製品カタログ」制度の適用範囲が拡大した。 
 
税関総署は 256号令において、「総合保税区内の企業が法に基づき「保税修理・検査」
などの業務を展開することができる」と定めており、「総合保税区における保税修理機能の
確立」を税関法令に組み入れることで、前述の政策との整合性を確保した。 
 
各地域における政策の比較 
 
現在、総合保税区などの税関特殊監督管理区域と自由貿易試験区内の企業、及び上
記地域以外の企業（以下、「一般区域内企業」）は、いずれも規定に従って保税修理
業務を展開することができる。ただし相対的に、総合保税区内企業向けの政策が最も優
遇である。これらの企業に適用される保税修理政策の概要的な比較を下表にまとめた。3 
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 総合保税区内企業 自由貿易試験区（非税関特殊監督管理
区域）内企業 

一般区域内企業 

修理対象
製品の管
理 

国外または税関特殊監督管理区域以外の
国内区域の要修理物品が適用対象となる。
「修理対象製品カタログ」に掲載された 70品
目の製品、及び区内企業またはその同一グル
ープの国内企業による自社生産製品に対し
て、ケースごとに国務院または関連行政機関に
承認を取る必要がなく、現地の政府による監
督管理政策を適用する。 

国外の要修理物品が適用対象となる。「修
理対象製品カタログ」に掲載された関連製
品（注：一部のカタログ掲載製品は総合
保税区内企業にのみ適用される）に対し
て、現地の監督管理方案に従って実行し、ケ
ースごとに国務院または関連行政機関に承
認を取る必要がなく、現地の政府による監
督管理政策を適用する。 

国外の要修理物品
が適用対象となる。
ケースごとに国務院ま
たは関連行政機関に
承認を取る必要があ
る。 

 
 
 

 総合保税区内企業 自由貿易試験区（非税
関特殊監督管理区域）

内企業 

一般区域内企業 

修理対象
製品に関
する禁止・
制限規定 

• 原則として、国によって輸出入が禁止されている
物品の修理業務を行ってはならないが、環境保
全と安全生産の要件を充足する場合、輸入が
禁止されている中古メカトロニクス製品について
は、「修理対象製品カタログ」に掲載されているも
のであれば、修理を行うために輸入することが認
められる。 
 

• 対象製品の輸出入又は総合保税区内と区外の
間の移動の段階において、許可証に基づく管理
が適用される場合、企業は事実通りに税関に申
告し、許可証を提示し照合を受ける必要がある。 

 

• 原則として、国によって輸出入が禁止されている物品の
修理業務を行ってはならない。 
 

• 対象製品の輸出入段階において、許可証に基づく管
理が適用される場合、企業は事実通りに税関に申告
し、許可証を提示し照合を受ける必要がある。 

修理用部
材の管理 

保税 保税又は非保税 

国外から
輸入する
修理不良
品と端材
の管理 

• 原則として、すべて国外に返送すべきであり、返
送できない場合、国内販売に転用してはならず、
廃棄処分を行う。 
 

• 廃棄処分で生じた固形廃棄物について、国内の
固形廃棄物に関する規定に従って管理を行う。  
 

• 原則として、すべて国外に返送すべきであり、返送でき
ない場合、国内販売に転用してはならず、廃棄処分を
行う。 
 

• 固形廃棄物である場合、「固形廃棄物輸入管理弁
法」に基づき、資格のある企業に処理を依頼しなければ
ならない。 

修理企業
の管理 

• 税関保税倉庫電子帳簿（H帳簿）に基づく管
理 

• 税関監督管理要件として求められる管理制度と
コンピュータ管理システムを備えている。 

• 修理対象貨物、端材、修理不良品等に対して
専門的な管理を行う。 

• 税関とのコンピュータシステムの接続を行う。 

• 保税修理専門帳簿（手冊）に基づく管理 
• 税関監督管理要件として求められる管理制度とコンピ
ュータ管理システムを備えている。 

• 修理対象貨物、端材、修理不良品等に対して専門的
な管理を行う。 

• 信用喪失企業は保税修理業務を行ってはならない。 
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デロイトの考察 
 
電⼦、医療機器、機械業界など⼀部の⺠⽣⽤製品⼜は⼯業⽤製品のメーカーにとって、顧客の修理ニーズにタイムリーに対応できる安定
なアフターサービス体制の構築は、市場競争において勝敗を分ける重要な要素の一つである。そのため、多くのメーカーは、売上規模が大きく、
修理コストが低い地域に、一定の販売エリアをカバーする修理センターを優先的に設立するよう検討する傾向がある。 
 
中国は既に多くの企業グループにとって、アジア太平洋地域における製造・販売センターとなっているが、いくつかの制約により、アジア太平洋
地域のその他の地域に修理センターを設立することを選ぶグループも存在する。中国における保税修理政策の整備、特に総合保税区向け
の修理対象製品カタログの公布により、多くのグループにとって、中国国内の総合保税区又は自由貿易試験区においてリージョン修理セン
ターを設立することが、魅力的な選択肢の一つになりつつある。中国製造業の総合力を鑑みて、グループに下記の競争優位性をもたらする
ことができる。 
 
• 中国メーカーの余剰生産能力の十分な活用——各産業における生産・製造技術のモデルチェンジ・アップグレードの推進に伴い、中国
国内のメーカーはある程度の市場需要不足と生産能力過剰に直面する可能性がある。企業は、グループのリージョン内のアフターサービ
スへの積極的な参加を通じて、余剰生産能力を修理能力に転換することができ、グループ内の位置づけ上、機能の拡張を図ることが
できる。 
  

• サプライチェーンの最適化——多国籍企業は、国際物流の寸断などの影響を避けるために、より安定した環境と比較的短いサプライ
チェーンを持つ地域に修理センターを設立する傾向があり、サプライチェーンリスクの低減を図っている。中国国内におけるリージョン修理
センターの設立は、優れた選択肢の一つとして考えられ、修理用部材の調達に適用される保税政策が公布されれば、修理コストをさら
に削減することができる。 
  

• 国際社会と中国の低炭素化発展に関する需要への合致——中国国内にリージョン修理センターを設立することによって、修理用部
品のリサイクルを通じて、企業のエネルギーと基礎原材料の消費を減らし、環境にやさしいサプライチェーンの構築に寄与することができる。 

 
私どものアドバイス 
 
現状、「修理対象製品カタログ」に掲載されている製品の数は限られているが、中国政府が対象品目の範囲について継続的に調査研究
を行っており、将来、より多くの製品や産業が掲載されることが期待される。関連企業は政策の動向に留意し、中国国内にリージョン又は
グローバル修理センターを設立する可能性を積極的に評価することが推奨される。私どものアドバイスは以下の通りである。 
 
• 企業が検討している修理業務対象製品が既にカタログに掲載されている場合、関連企業は速やかに総合保税区又は自由貿易試
験区の政府又は管理委員会とコミュニケーションを取り、現地の税関、商業委員会及び環境保護関係の行政機関による保税修理
関係の具体的な政策要求を把握し、標準化された社内業務プロセスと監督管理プロセスを確立する計画を立てることで、保税修理
業務の展開を速やかに実現することが推奨される。 
 

• 企業が検討している修理業務対象製品がまだカタログに掲載されていない場合、関連企業はプロジェクトの実行可能性を十分に評
価した上で、租税政策に関する調査研究などを通じて税関、商務部及び生態環境部などの行政機関とコミュニケーションを取るととも
に、関連の総合保税区又は自由貿易試験区の政府又は管理委員会に合理的な政策要望を反映し、政策要望への対応を推進す
ることが推奨される。 
 

• 税関特殊監督管理区域の要求により、特殊区域外に位置するが自由貿易試験区内に位置する企業は、国務院の文書の要求に
従い、保税修理業務の実行可能性と必要性を評価することが推奨される。特に、加工貿易に従事する製造企業は、サプライチェーン
における修理サービス機能を拡張し、既存生産能力を十分に活用することで、顧客の様々なニーズに対応できるバリューチェーン全体の
機能多様化を検討することが推奨される。 
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• 保税修理業務を展開する意向のある企業は、実行可能性のある修理業務規範、安全規程と環境汚染防止・改善対策を確立し、
固形廃棄物台帳管理の要求を遵守し、情報化管理システム及び要修理物品、修理用部材、修理不良品、端材と固形廃棄物等
の管理制度を整備することで、コンプライアンスを確保することが推奨される。 
 

私どものサービス 
 

デロイトグローバルトレードサービスチームは、デロイトのグローバル専門家ネットワークを通じてサービスを提供しており、グローバルサプライチェーンマ
ネジメントにおける豊富な経験を活かして、企業にグローバル貿易業務に関するプロフェッショナルサービスを提供すると共に、政府の監督管
理政策の動向を踏まえて、潜在的な影響を評価し、詳細な対応策を策定する。私どもが提供できるサポート業務は以下の通りである。 

• グループ戦略の視点から、中国に保税修理センターを設立する必要性と実施可能性の評価に参加する。 
• 租税政策調査研究事項について、地方政府、税関及び総合保税区又は自由貿易試験区の管理委員会等の行政機関とのコミュ
ニケーションをサポートする。例えば、修理対象製品カタログの更新・調整に関する政策要望の提供に関するサポートサービスなど。 

• 保税修理に関する企業内部の標準化業務プロセスの策定をサポートする。 
• 保税修理情報化システムの構築・整備とその後の運用・保守をサポートする。 
• 保税修理帳簿の作成と管理をサポートする。 
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